
［標準様式例７-２］

契 約 変 更 年 月 日

契 約 業 者 名

契 約 業 者 の 住 所

業 務 の 名 称

業 務 場 所

業 種 区 分

業 務 概 要
（変更した内容について
  記述する）

履 行 期 間 （ 自 ）

履 行 期 間 （ 至 ）

変 更 前 の 契 約 金 額 29,997,000
円（税込）

変 更 金 額 990,000
円（税込）

変 更 後 の 契 約 金 額 30,987,000
円（税込）

変 更 理 由

（第１回）契約変更の内容

令和7年12月12日

パシフィックコンサルタンツ株式会社 首都圏本社

東京都千代田区神田錦町三丁目２２番地

Ｒ７災害対応システム検討業務

埼玉県さいたま市中央区新都心２－１ 関東地方整備局

土木関係建設コンサルタント

１．非常参集安否・確認システム改良の検討の追加
 
２．災害時における初動作業の自動化に関する体制設置報告の送信
先の設定変更の追加

令和7年5月13日

令和8年3月27日

１．非常参集安否・確認システム改良の検討
   非常参集安否・確認システムについて、本業務における利用可能
な民間サービスの調査結果を踏まえ、安否登録・非常参集にかかる
平時および災害時の対応方法を検討するため、増工する。
 
２．災害時における初動作業の自動化に関する体制設置報告の送信
先の設定変更
今年度の災害対応により、災害時における初動作業の自動化に関す
る体制設置報告の送信先の見直しが必要となったため、増工する。
 
３．履行期間
   履行期間については、非常参集安否・確認システム改良および災
害時における初動作業の自動化に関する体制設置報告の送信先の設
定変更の増工により９８日間延長し、令和８年３月２７日までとす
る。



［標準様式例７-２］

契 約 変 更 年 月 日

契 約 業 者 名

契 約 業 者 の 住 所

業 務 の 名 称

業 務 場 所

業 種 区 分

業 務 概 要
（変更した内容について
  記述する）

履 行 期 間 （ 自 ）

履 行 期 間 （ 至 ）

変 更 前 の 契 約 金 額 30,987,000
円（税込）

変 更 金 額 5,995,000
円（税込）

変 更 後 の 契 約 金 額 36,982,000
円（税込）

変 更 理 由

（第２回）契約変更の内容

令和8年3月18日

パシフィックコンサルタンツ株式会社 首都圏本社

東京都千代田区神田錦町三丁目２２番地

Ｒ７災害対応システム検討業務

埼玉県さいたま市中央区新都心２－１ 関東地方整備局

土木関係建設コンサルタント

災害時における初動作業の自動化 システム検討内容増工

令和7年5月13日

令和8年5月29日

１．災害時における初動作業の自動化 システム検討内容増工
   災害時における初動作業の自動化について、令和７年度の災害対
応を踏まえ、システム検討内容を増工する。
 
２．履行期間
   履行期間については、システム検討内容の増工により６３日間延
長し、令和８年５月２９日までとする。



［標準様式例７-２］

契 約 変 更 年 月 日

契 約 業 者 名

契 約 業 者 の 住 所

業 務 の 名 称

業 務 場 所

業 種 区 分

業 務 概 要
（変更した内容について
  記述する）

履 行 期 間 （ 自 ）

履 行 期 間 （ 至 ）

変 更 前 の 契 約 金 額 36,982,000
円（税込）

変 更 金 額 990,000
円（税込）

変 更 後 の 契 約 金 額 37,972,000
円（税込）

変 更 理 由

（第３回）契約変更の内容

令和8年5月19日

パシフィックコンサルタンツ株式会社 首都圏本社

東京都千代田区神田錦町三丁目２２番地

Ｒ７災害対応システム検討業務

埼玉県さいたま市中央区新都心２－１ 関東地方整備局

土木関係建設コンサルタント業務

災害時における被災状況・支援要請取りまとめ自動化 システム検討
内容増工

令和7年5月13日

令和8年7月31日

１．災害時における被災状況・支援要請取りまとめ自動化 システム
検討内容増工
   災害時における被災状況・支援要請取りまとめ自動化について、
令和７年度の災害対応を踏まえ、システム検討内容を増工する。
 
２．履行期間
   履行期間については、システム検討内容の増工により６３日間延
長し、令和８年７月３１日までとする


